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令 和 ７年 度 大 崎 町 一 般 会 計 補 正 予 算 (第 ５号 ) 

 

令 和 ７年 度 大 崎 町 の一 般 会 計 補 正 予 算 （第 ５号 ）は，次 に定 めるところによる。 

 

（歳 入 歳 出 予 算 の補 正 ） 

第 １条 　歳 入 歳 出 予 算 の総 額 に歳 入 歳 出 それぞれ 120,448 千 円 を追 加 し，歳 入 歳 出 予 算 の総 額 を歳 入 歳 出 それぞ

れ 15,573,800 千 円 とする。 

２　歳 入 歳 出 予 算 の補 正 の款 項 の区 分 及 び当 該 区 分 ごとの金 額 並 びに補 正 後 の歳 入 歳 出 予 算 の金 額 は，「第 １表 　

歳 入 歳 出 予 算 補 正 」による。 

（債 務 負 担 行 為 の補 正 ） 

第 ２条 　債 務 負 担 行 為 の追 加は，「第２表　債務負担行為補正」による。  

 

 

 

令 和 ７年 12 月 ３日 提 出  

 
 

鹿 児 島 県 大 崎 町 長 　　東 　靖 弘 　　　 
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款 補  正  額 計

第 １ 表 歳 入 歳 出 予 算 補 正

－2－

（単位：千円）歳 入

項 補 正 前 の 額

地 方 交 付 税11 2,550,000 35,000 2,585,000

地 方 交 付 税1 2,550,000 35,000 2,585,000

国 庫 支 出 金15 1,398,092 41,488 1,439,580

国 庫 負 担 金1 922,019 41,488 963,507

県 支 出 金16 920,261 18,067 938,328

県 負 担 金1 499,242 17,589 516,831

県 補 助 金2 353,584 478 354,062

財 産 収 入17 137,808 6 137,814

財 産 運 用 収 入1 25,504 6 25,510

繰 入 金19 1,976,437 15,900 1,992,337

基 金 繰 入 金1 1,976,437 15,900 1,992,337

繰 越 金20 228,968 3,509 232,477

繰 越 金1 228,968 3,509 232,477

諸 収 入21 120,450 6,478 126,928

雑 入5 110,469 6,478 116,947

15,573,800歳              入              合              計 15,453,352 120,448



－3－

補  正  額 計款

（単位：千円）歳 出

項 補 正 前 の 額

総 務 費2 1,499,915 5,595 1,505,510

総 務 管 理 費 1 1,211,961 5,462 1,217,423

徴 税 費 2 135,240 133 135,373

民 生 費3 2,076,883 81,916 2,158,799

社 会 福 祉 費 1 1,002,103 22,093 1,024,196

児 童 福 祉 費 2 1,074,680 59,823 1,134,503

衛 生 費4 1,442,555 △1,173 1,441,382

保 健 衛 生 費 1 1,177,566 △1,173 1,176,393

農 林 水 産 業 費5 774,354 9,956 784,310

農 業 費 1 685,444 9,556 695,000

林 業 費 2 86,967 400 87,367

商 工 費6 5,502,560 13,000 5,515,560

商 工 費 1 5,502,560 13,000 5,515,560

土 木 費7 965,578 5,744 971,322

土 木 管 理 費 1 65,182 5,000 70,182

都 市 計 画 費 4 283,333 594 283,927

住 宅 費 5 38,074 150 38,224

消 防 費8 599,653 1,200 600,853

消 防 費 1 599,653 1,200 600,853

教 育 費9 1,734,159 1,858 1,736,017

教 育 総 務 費 1 361,036 32 361,068

小 学 校 費 2 218,736 610 219,346

中 学 校 費 3 140,809 619 141,428

保 健 体 育 費 5 855,696 597 856,293

災 害 復 旧 費10 61,514 3,000 64,514

農林水産施設災害復旧費 1 58,701 3,000 61,701



補  正  額 計款

－4－

（単位：千円）

項 補 正 前 の 額

公 債 費11 686,621 238 686,859

公 債 費 1 686,621 238 686,859

予 備 費12 15,682 △886 14,796

予 備 費 1 15,682 △886 14,796

15,573,800歳              出              合              計 15,453,352 120,448



（１）追　加

千円

　　　　　委託料 20,500

20,500

千円

　　　　　委託料 8,300

8,300

千円

　　　　　委託料 8,600

8,600

第　２　表　　債　務　負　担　行　為　補　正

事　　　項

20,500

令和８年度まで

令和８年度まで

令和８年度

期　　　間 限　　度　　額

スクールバス運行業務委託料（野方・持留方面２路線）

スクールバス運行業務委託料（菱田方面１路線）

スクールバス運行業務委託料（中沖方面１路線）

令和８年度

8,300

令和８年度まで

令和８年度

8,600

－5－





予 算 説 明 書

（歳入歳出補正予算事項別明細書）



款 計

歳 入 歳 出 補 正 予 算 事 項 別 明 細 書

－6－

１　総　括
（単位：千円）歳 入

補 正 前 の 額 補  正  額

11 地 方 交 付 税 35,000 2,585,0002,550,000

15 国 庫 支 出 金 41,488 1,439,5801,398,092

16 県 支 出 金 18,067 938,328920,261

17 財 産 収 入 6 137,814137,808

19 繰 入 金 15,900 1,992,3371,976,437

20 繰 越 金 3,509 232,477228,968

21 諸 収 入 6,478 126,928120,450

歳     入     合     計 15,453,352 120,448 15,573,800



－7－

地 方 債

補正前の額 計補 正 額款

（単位：千円）

特    定    財    源
一般財源

国県支出金 そ の 他

補 正 額 の 財 源 内 訳

歳 出

2 5,595 1,505,5101,499,915 5,595総 務 費

15,35060,9163 81,916 2,158,7992,076,883 5,650民 生 費

2,792△1,3614 △1,173 1,441,3821,442,555 △2,604衛 生 費

5565 9,956 784,310774,354 9,400農 林 水 産 業 費

6 13,000 5,515,5605,502,560 13,000商 工 費

7 5,744 971,322965,578 5,744土 木 費

8 1,200 600,853599,653 1,200消 防 費

9 1,858 1,736,0171,734,159 1,858教 育 費

10 3,000 64,51461,514 3,000災 害 復 旧 費

11 238 686,859686,621 238公 債 費

12 △886 14,79615,682 △886予 備 費

歳     出     合     計 15,453,352 120,448 15,573,800 59,555 18,698 42,195



－8－

２　歳　入

（単位：千円）地方交付税1地方交付税（款） 11 （項）

補 正 額 説    明
金   額区   分

節
計補正前の額目

35,000地方交付税135,000地方交付税1 2,585,0002,550,000 35,000普通交付税

2,585,00035,0002,550,000計

国庫負担金（項） 1国庫支出金（款） 15

10,892社会福祉費負担金140,326民生費国庫負担金1 930,752890,426 10,500障害者自立支援給付費負担金

392障害児入所給付費等負担金

29,434児童福祉費負担金2 29,434施設型給付費負担金

1,162国民健康保険医療21,162衛生費国庫負担金2 32,75531,593 1,048保険基盤安定負担金

助成費負担金 △2未就学児均等割保険税負担金

116産前産後保険税負担金

963,50741,488922,019計

県負担金（項） 1県支出金（款） 16

5,446社会福祉費負担金120,163民生費負担金1 382,939362,776 5,250障害者自立支援給付費負担金

196障害児施設給付費等負担金

14,717児童福祉費負担金2 14,717施設型給付費負担金

△2,574国民健康保険医療2△2,574衛生費負担金2 133,892136,466 △2,630保険基盤安定負担金

助成費負担金 △1未就学児均等割保険税負担金

57産前産後保険税負担金

516,83117,589499,242計

県補助金（項） 2県支出金（款） 16

427社会福祉費補助金1427民生費補助金2 70,81070,383 52重度心身障害者医療費助成事業補助金

375ひとり親家庭医療費助成事業費補助金



－9－

一般会計 16  県支出金

（単位：千円）県補助金2県支出金（款） 16 （項）

補 正 額 説    明
金   額区   分

節
計補正前の額目

51保健衛生費補助金151衛生費補助金3 30,59830,547 51産後ケア推進事業補助金

354,062478353,584計

財産運用収入（項） 1財産収入（款） 17

6利子及び配当金16利子及び配当金2 15,86215,856 6農業振興基金利子

25,510625,504計

基金繰入金（項） 1繰入金（款） 19

15,900ふるさと応援基金115,900ふるさと応援基金4 1,467,3101,451,410 15,900ふるさと応援基金繰入金

繰入金繰入金

1,992,33715,9001,976,437計

繰越金（項） 1繰越金（款） 20

3,509前年度繰越金13,509繰越金1 232,477228,968 3,509前年度繰越金

232,4773,509228,968計

雑入（項） 5諸収入（款） 21

6,478雑入16,478雑入1 116,947110,469 2,792過年度療養給付費返還金

3,686過年度障害児入所給付費等国庫負担金精算金

116,9476,478110,469計



－10－
３　歳　出

（款） 2 総務費 （項） 1 総務管理費 （単位：千円）

目 補正前の額 補 正 額 計

補  正  額  の  財  源  内  訳

特   定   財   源 説    明

節

一般財源 区   分 金   額
国県支出金 地 方 債 そ の 他

1一般管理 349,546 477 350,023 477 3職員手当等 23 通勤手当（特別職分） 23

費

8旅 費 194 普通旅費 294

研修旅費 △100

13使用料及び 160 高速道路使用料 160

賃 借 料

18負担金，補助 100 県町村会負担金 100

及び交付金

6財産管理 245,050 826 245,876 826 10需 用 費 103 修繕料 103

費

12委 託 料 503 登記委託料 503

13使用料及び 220 機械借上料 220

賃 借 料

14諸費 9,578 4,159 13,737 4,159 22償還金，利子 4,159 過年度感染症予防事業費国庫負担

及び割引料 金返還金(風疹抗体) 13

過年度感染症予防事業費国庫負担

金返還金(新たながん) 45

過年度未熟児養育医療費等国庫負

担金返還金 231

過年度未熟児養育医療費等県費負

担金返還金 83

過年度新型コロナウイルスワクチ

ン接種体制確保事業補助金返還金 151

過年度ワクチン生産体制等緊急整

備基金助成金返還金 3,636

計 1,211,961 5,462 1,217,423 5,462



－11－

一般会計 2  総務費

（款） 2 総務費 （項） 2 徴税費 （単位：千円）

目 補正前の額 補 正 額 計

補  正  額  の  財  源  内  訳

特   定   財   源 説    明

節

一般財源 区   分 金   額
国県支出金 地 方 債 そ の 他

1税務総務 81,793 108 81,901 108 3職員手当等 108 住居手当 108

費

2賦課徴収 53,447 25 53,472 25 8旅 費 25 普通旅費 25

費

計 135,240 133 135,373 133

（款） 3 民生費 （項） 1 社会福祉費

7障害者福 755,349 21,895 777,244 16,390 150 5,355 11役 務 費 105 手数料 105

祉費

19扶 助 費 21,790 更生訓練費給付事業費 6

障害福祉等サービス費 21,000

障害児入所・施設給付費 784

9国民年金 176 198 374 198 18負担金，補助 198 国民年金システム改修負担金 198

事務費 及び交付金

計 1,002,103 22,093 1,024,196 16,390 150 5,553

（款） 3 民生費 （項） 2 児童福祉費

1児童福祉 801,537 59,823 861,360 44,526 15,200 97 18負担金，補助 204 病児保育事業負担金 204

総務費 及び交付金

19扶 助 費 59,619 施設型給付費 58,869

ひとり親家庭医療費助成金 750

計 1,074,680 59,823 1,134,503 44,526 15,200 97



－12－

（款） 4 衛生費 （項） 1 保健衛生費 （単位：千円）

目 補正前の額 補 正 額 計

補  正  額  の  財  源  内  訳

特   定   財   源 説    明

節

一般財源 区   分 金   額
国県支出金 地 方 債 そ の 他

1保健衛生 170,624 12 170,636 12 18負担金，補助 12 曽於地域医療確保負担金 12

総務費 及び交付金

5保健指導 77,281 0 77,281 51 △51 財源変更

費

7国民健康 140,504 △1,185 139,319 △1,412 227 27繰 出 金 △1,185 保険基盤安定繰出金 △2,109

保険事業 未就学児均等割保険税繰出金 △5

総務費 国保財政安定化支援事業繰出金 697

産前産後保険税繰出金 232

9後期高齢 325,311 0 325,311 2,792 △2,792 財源変更

者医療費

計 1,177,566 △1,173 1,176,393 △1,361 2,792 △2,604

（款） 5 農林水産業費 （項） 1 農業費

1農業委員 63,248 150 63,398 150 3職員手当等 150 時間外勤務手当 150

会費

7畜産業費 51,565 9,000 60,565 9,000 14工事請負費 9,000 畜産関係車両消毒場整備工事 9,000

11水田再編 930 250 1,180 250 10需 用 費 250 消耗品費 250

対策費

12営農推進 67,812 156 67,968 156 18負担金，補助 150 親元就農確保対策事業補助金 150

費 及び交付金

24積 立 金 6 大崎町農業振興基金積立金 6

計 685,444 9,556 695,000 156 9,400



－13－

一般会計 5  農林水産業費

（款） 5 農林水産業費 （項） 2 林業費 （単位：千円）

目 補正前の額 補 正 額 計

補  正  額  の  財  源  内  訳

特   定   財   源 説    明

節

一般財源 区   分 金   額
国県支出金 地 方 債 そ の 他

1林業振興 86,967 400 87,367 400 18負担金，補助 400 有害鳥獣電気柵等設置事業補助金 400

費 及び交付金

計 86,967 400 87,367 400

（款） 6 商工費 （項） 1 商工費

3観光費 193,932 13,000 206,932 13,000 14工事請負費 13,000 くにの松原キャンプ場展望遊具解

体工事 13,000

計 5,502,560 13,000 5,515,560 13,000

（款） 7 土木費 （項） 1 土木管理費

1土木総務 65,182 5,000 70,182 5,000 18負担金，補助 5,000 県単道路整備事業負担金 5,000

費 及び交付金

計 65,182 5,000 70,182 5,000

（款） 7 土木費 （項） 4 都市計画費

2公園費 28,491 594 29,085 594 12委 託 料 90 登記委託料 90

16公 有 財 産 504 用地費 504

購 入 費

計 283,333 594 283,927 594

（款） 7 土木費 （項） 5 住宅費

4定住促進 14,007 150 14,157 150 10需 用 費 150 修繕料 150

住宅管理

費



－14－

（款） 7 土木費 （項） 5 住宅費 （単位：千円）

目 補正前の額 補 正 額 計

補  正  額  の  財  源  内  訳

特   定   財   源 説    明

節

一般財源 区   分 金   額
国県支出金 地 方 債 そ の 他

計 38,074 150 38,224 150

（款） 8 消防費 （項） 1 消防費

2非常備消 256,447 1,000 257,447 1,000 10需 用 費 1,000 修繕料 1,000

防費

3防災対策 115,803 200 116,003 200 10需 用 費 200 修繕料 200

費

計 599,653 1,200 600,853 1,200

（款） 9 教育費 （項） 1 教育総務費

2事務局費 216,046 32 216,078 32 10需 用 費 7 消耗品費 7

11役 務 費 25 通信運搬費 25

計 361,036 32 361,068 32

（款） 9 教育費 （項） 2 小学校費

1学校管理 210,047 610 210,657 610 10需 用 費 610 燃料費 10

費 光熱水費 600

計 218,736 610 219,346 610

（款） 9 教育費 （項） 3 中学校費

1学校管理 93,078 619 93,697 619 10需 用 費 510 燃料費 30

費 光熱水費 480

11役 務 費 109 通信運搬費 109



－15－

一般会計 9  教育費

（款） 9 教育費 （項） 3 中学校費 （単位：千円）

目 補正前の額 補 正 額 計

補  正  額  の  財  源  内  訳

特   定   財   源 説    明

節

一般財源 区   分 金   額
国県支出金 地 方 債 そ の 他

計 140,809 619 141,428 619

（款） 9 教育費 （項） 5 保健体育費

2体育施設 851,021 597 851,618 597 12委 託 料 597 総合体育館管理委託料 597

費

計 855,696 597 856,293 597

（款） 10 災害復旧費 （項） 1 農林水産施設災害復旧費

1農林水産 58,701 3,000 61,701 3,000 13使用料及び 3,000 機械借上料 3,000

施設災害 賃 借 料

復旧費

計 58,701 3,000 61,701 3,000

（款） 11 公債費 （項） 1 公債費

1元金 666,747 △65 666,682 △65 22償還金，利子 △65 地方債償還元金 △65

及び割引料

2利子 19,874 303 20,177 303 22償還金，利子 303 地方債償還利子 303

及び割引料

計 686,621 238 686,859 238

（款） 12 予備費 （項） 1 予備費

1予備費 15,682 △886 14,796 △886 予備費 △886

計 15,682 △886 14,796 △886



１　　特　別　職

期末手当
(千円)

年間支給率
(月分)
7,769 通勤手当　95千円

3.45 退職手当　6,580千円

11,671
3.45

その他の特別職 1,030 65,055 65,055 65,055

計 1,045 100,355 23,496 19,440 6,675 149,966 12,869 162,835

7,769 通勤手当　72千円

3.45 退職手当　6,580千円

11,671
3.45

その他の特別職 1,030 65,055 65,055 65,055

計 1,045 100,355 23,496 19,440 6,652 149,943 12,869 162,812

長 等 23 23 23

議 員

その他の特別職

計 23 23 23

備考　１　長等とは町長，副町長及び教育長をいい，その他の特別職とは長等及び議員以外の特別職をいう。　
　　　　２　この表は，報酬又は給料をもって支弁される特別職の職員で予算の積算の基礎となったものについて記載すること。
　　　　３　給与費欄のその他の手当欄に記載した場合は，備考欄に当該手当の内容を具体的に記載すること。

比
　
　
　
較

議 員 12 35,300 46,971 9,090 56,061
補
正
前

長 等 3 23,496 6,652 37,917 3,779 41,696

議 員 12 35,300

6,675 37,940 3,779 41,719

46,971 9,090 56,061
補
正
後

長 等 3 23,496

(人) (千円) (千円) (千円) (千円) (千円)

報　酬 給　料 その他の手当 計

(千円)

給　　　与　　　費　　　明　　　細　　　書

区　　　　　分
職員数

給　　　　　　　　　　与　　　　　　　　　　費
共済費 合　　計

備 考

-16-



２　　一　般　職

 　  （1）　総　括

報    酬 給    料 職員手当 計

(人) (千円) (千円) (千円) (千円) (千円) (千円)

補 正 後 134（100） 168,774 510,899 402,258 1,081,931 196,309 1,278,240

補 正 前 134（100） 168,774 510,899 402,000 1,081,673 196,309 1,277,982

比 較 258 258 258

  ※（　　）内は，短時間勤務職員数であり，職員数に含まない。

扶 養 手 当 住 居 手 当 通 勤 手 当 時間外勤務手当 管理職手当
管 理 職 員 特 別
勤 務 手 当

期 末 手 当 勤 勉 手 当
退 職 手 当
組合負担金

児童手当

(千円) (千円) (千円) (千円) (千円) (千円) (千円) (千円) (千円) (千円)

補 正 後 17,141 10,992 2,854 26,483 5,640 209 130,834 108,997 86,733 12,375

補 正 前 17,141 10,884 2,854 26,333 5,640 209 130,834 108,997 86,733 12,375

比 較 108 150

備考　　この表は，報酬又は給料をもって支弁される一般職の職員（事業費支弁に係る職員を含む。）で予算の積算の基礎となったものについて記載すること。

職員手当の内 訳

区 分

区 分
職員数

給                  与                  費
共  済   費 合        計

備 考

-17-



ア　会計年度任用職員以外の職員

給    料 職員手当 計

(人) (千円) (千円) (千円) (千円) (千円)

補 正 後 134（３） 510,899 371,975 882,874 162,832 1,045,706

補 正 前 134（３） 510,899 371,717 882,616 162,832 1,045,448

比 較 258 258 258

扶 養 手 当 住 居 手 当 通 勤 手 当 時間外勤務手当 管理職手当
管 理 職 員 特 別
勤 務 手 当

期 末 手 当 勤 勉 手 当
退 職 手 当
組合負担金

児童手当

(千円) (千円) (千円) (千円) (千円) (千円) (千円) (千円) (千円) (千円)

補 正 後 17,141 10,992 2,854 26,483 5,640 209 113,196 96,352 86,733 12,375

補 正 前 17,141 10,884 2,854 26,333 5,640 209 113,196 96,352 86,733 12,375

比 較 108 150

備考１　この表は，給料をもって支弁される会計年度任用職員以外の一般職の職員（事業費支弁に係る職員を含む。）で予算の積算の基礎となった ものについて記載すること。
      ２　　（　　）内は，再任用短時間勤務職員数であり，職員数に含まない。

合        計
備 考

職員手当の内 訳

区 分

区 分
職員数

給                  与                  費
共  済   費

-18-



イ　会計年度任用職員

報    酬 給    料 職員手当 計

(人) (千円) (千円) (千円) (千円) (千円) (千円)

補 正 後 97(97) 168,774 30,283 199,057 33,477 232,534

補 正 前 97(97) 168,774 30,283 199,057 33,477 232,534

比 較

期 末 手 当 勤 勉 手 当

(千円) (千円)

補 正 後 17,638 12,645

補 正 前 17,638 12,645

比 較

備考１　この表は，報酬または給料をもって支弁される会計年度任用職員（事業費支弁に係る職員を含む。）で予算の積算の基礎となったものについて記載すること。
      ２　（   ）内は，会計年度任用の職を占める職員であって，その一週間当たりの通常の勤務時間が常時勤務を要する職を占める職員の一週間当たりの通常の勤務時間
　        に比し短い職員について外書きすること。

職員手当の内 訳

区 分

区 分
職員数

給                  与                  費
共  済   費 合        計

備 考

-19-



増　減　額

（千円）

職員手当 258 その他の増減分 258 時間外勤務手当 150

住居手当 108

　備考　１　増減額欄の金額は「（１） 総括」の給料及び職員手当のそれぞれの比較金額と一致すること。

　　　　　２　説明欄には，増減事由別内訳の金額の積算等を適宜記載するとともに，職員手当の制度改正に伴う増減分について当該手当の種別の内訳を記載すること。

　　　(2)　給料及び職員手当の増減額の明細

区 分
増減事由別内訳

説　　　明 備　　　　　　　　　　　　　考
（千円）
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